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Ⅰ 推進計画の策定について 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 グローバル化と急速な情報化の進展は、こどもたちを取り巻く環境に大きな影響を及ぼしてい

ます。それに伴い、２０２０年度から始まった小学校でのプログラミング教育、GIGAスクール

構想により、一人一台端末や無線LANの整備などICT環境整備が飛躍的に進みました。これから

の社会的変化が人間の予測を超えた進展をすることにより、人工知能やＩoT等の急速な進展と先

端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れられることで社会のあり方そのものが現

在とは劇的に変わるであろう「society５.０」時代の到来が予測されています。 

このように急激に変化し、将来の予測が難しい社会においては、情報や情報技術を主体的に学

習や日常生活に活用していく力が求められています。 

令和元年６月２８日公布・施行された「学校教育の情報化の推進に関する法律」には、学校教

育の情報化に係る以下の基本理念が６点示されています。  

小学校では令和２年度、中学校では令和３年度から全面実施となっている学習指導要領におい

て、情報活用能力が、言語能力、問題発見・解決能力等と同様に「学習の基盤となる資質・能力」

と位置付けられています。「学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に

用いて情報を得たり、情報を整理・比較したり、得られた情報をわかりやすく発信・伝達したり、

必要に応じて保存・共有したりといったことができる力であり、さらに、このような学習活動を

遂行する上で必要となる情報手段の基本的な操作の習得や、プログラミング的思考、情報モラル、

情報セキュリティ、統計等に関する資質・能力も含むものである」と定義づけられているもので

す。 

今後、より一層の情報化に向けて、成長戦略等に「ＧＩＧＡスクール構想の推進」及び児童生

徒や教職員の「ＩＣＴ活用」が位置づけられ、生成ＡＩの校務での活用が検討されるなど、大き

な転換期に来ています。 

令和３年度版「成長戦略実行計画」において「ギガスクール構想の推進による個別最適な学び

や協働的な学びの充実」として、「ハード・ソフト・人材一体となった新しい時代の学びの環境

の整備（ギガスクール構想など）を推進し、発達の段階や児童生徒の状況に応じた個別最適な学

びや協働的な学びを充実するため、データ駆動型の教育への転換による学びの変革を推進する」

とあり、今後、学習履歴や成績等の教育データの活用によって、学習者一人一人に最適な学習環

境の提供や授業や教育行政の改善に向かうことが想定されています。 

① 情報通信技術の特性を生かして、児童生徒の能力、特性等に応じた教育、双方向性のある教育等を実施 

② デジタル教材による学習とその他の学習を組み合わせるなど、多様な方法による学習を推進 

③ 全ての児童生徒が、家庭の状況、地域、障害の有無等にかかわらず学校教育の情報化の恵沢を享受 

④ 情報通信技術を活用した学校事務の効率化により、学校の教職員の業務負担を軽減し、教育の質を向上 

⑤ 児童生徒等の個人情報の適正な取扱い及びサイバーセキュリティの確保 

⑥ 児童生徒による情報通信技術の利用が、児童生徒の健康、生活等に及ぼす影響に十分配慮 
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また、下記の令和５年６月１６日に閣議決定された『第４期教育振興基本計画』において、基

本方針を「持続可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」

を掲げ、児童生徒の情報活用能力の向上、教職員が授業においてＩＣＴを活用して指導する能力

を２０２６年度までに１００％、一人一台端末を授業でほぼ活用している学校の割合を小中学校

ともに２０２６年度までに１００％と指標を設定されています。 

これまで大津町では、令和2年1月に策定した大津町学校教育情報化推進計画において、次代を

切り拓く子どもの育成をめざし、教育目的、ＩＣＴ環境、教員の指導力を含めた総合的な段階整

備を進めました。大津町において、国が進めるGIGAスクール構想のもと、令和２年度に整備が

完了した一人一台タブレット端末の本格運用が令和３年度から始まりました。この間、教育委員

会としては、快適なインターネット環境整備が必須ととらえ、専門家に助言をもらい、整備を行

いました。加えて、教職員向けに実施した端末に関する説明会や授業支援ソフトを活用した実践

事例の紹介など本格運用前に計画的に行ったことで、のちにコロナ禍での学級閉鎖や学年閉鎖な

どの緊急時においても、オンラインによる双方向型の学習が行え、従来の学習支援だけに捉われ

ない「主体的・対話的で深い学びの実現」に向け、学びを止めることなく取り組むことができて

います。市町村ごとに違う端末を利用する小中学校においては、機器の使用の不慣れさが教職員

の負担を増加している面がありますが、本町においては他市町村からの転勤の教職員を対象にＩ

ＣＴ活用研修を年度当初、２会場に分けて実施しています。機器の使用や効果的な活用について

基本的なことを知る機会として実施しているところです。 

そのような取組を継続的に行ったことで、日本教育工学協会が教育の情報化に総合的に取り組

み、情報化によって教育の質の向上を実現している学校に対して認定される「学校情報化優良校」

に令和４年度全ての学校が認定され、現在は今後の再認定に向けての動きを進めているところで

す。 

加えて、本町ではＩＣＴ支援員（情報通信技術支援員）を、令和元年度の各校月１回３時間の

訪問時間から、令和２年度には各校月４回の３時間ずつ、令和３年度から令和４年度には、各校

月５回の６時間ずつの配置をし、ＩＣＴ支援員の人数も、令和２年度の２人から令和３年度、令

和４年度には３人と増やし、３校につき１人配置を実現させました。また、令和５年度には新た

〇 成長戦略実行計画 令和３年６月１８日 内閣官房 

   ■ギガスクール構想の推進による個別最適な学びや協働的な学びの充実 

〇 学校教育情報化推進計画 令和４年１２月２６日 文部科学省 

   ■ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成    

■教職員のＩＣＴ活用指導力の向上と人材の確保 

   ■ＩＣＴを活用するための環境の整備  ■ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

〇 第４期教育振興基本計画 令和５年６月１６日 文部科学省 

   ■教育デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進   ■ＩＣＴ環境の整備  

〇 初等中等教育段階における生成ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン  

令和５年９月７日 文部科学省   

 ■生成ＡＩの校務での活用 
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に月２回３時間の教育委員会の業務支援としての時間を含む４人のＩＣＴ支援員を配置すること

で、さらに学校への支援を増やし、学校の情報化の推進に向けた支援を行っています。 

令和５年度全国学力・学習状況調査の質問紙においては、以下のような活用状況が分かりまし

た。 

 
小学校については、全国を大きく上回る割合で、授業においてＩＣＴ機器が活用されている現

状にあり、中学校については、３％全国を下回っています。このことは、小学校においてＩＣＴ

を活用しての授業改善が進んでいることの一端ととらえられるものの、中学校においてはあまり

ＩＣＴ活用が進んでいない現状が顕在化しました。また、活用が進んでいる小学校においても、

中学校と同様、教職員によっては、活用について差があること、効果的な活用となっているかに

ついても依然課題として残っているところです。 

これまでの推進状況を踏まえ、令和７年度の端末の次期更新、令和８年度の使用に向けて、課

題となっている教職員の活用頻度及び活用内容の差と授業改善の視点でのＩＣＴ活用意識の向上

に向けては、引き続き取り組んでいかなければならない現状です。 

 これらのことを踏まえ、大津町の教育理念である「夢を持ち、夢を育み、夢をかなえる教育実

践～生きる力を身につけ、よき社会の形成者として未来を拓く子どもの育成～」 の実現に向け、

より一層総合的・計画的に教育の情報化を推進するため、令和２年に策定された「大津町学校教

育情報化推進計画」を引き継ぐ「第２次大津町学校教育情報化推進計画」を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

39 39.5

28.2

34.2

17.2

40.9

28.1
33

毎日活用している 週３回以上活用している

前年度までに受けた授業でのPC、タブレットなどの

ＩＣＴ機器の活用状況

小学校（大津町） 小学校（全国） 中学校（大津町） 中学校（全国）
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２ 推進計画の方針と位置づけ 

（１）大津町の小・中学校における学校教育の情報化を総合的・計画的に推進していくための基

本計画とします。  

（２）本計画は、大津町の最上位計画である「第６次大津町振興総合計画後期基本計画」の具現

化に向けて、大津町の教育分野の指針である「大津町学校教育ビジョン」に定める基本目標

や政策等を踏まえて策定したものであり、大津町のＩＣＴを活用した教育の基本的な考え方

と、進めるべき方向性を示す指針となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）大津町学校教育情報化推進の方向性 

 教育基本法 

学校教育の情報化の推進に関する法律 

国   ・第４次教育振興基本計画 

 ・学習指導要領  

熊本県  ・熊本県教育大綱 

・熊本県情報化施策推進方針 

 

大津町 

・第６次大津町振興総合計画【平成３０年度～令和７年度】 

 後期 基本計画【令和４年度～令和７年度】 

 ３ 教育・文化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

・大津町ＤＸ推進計画 

〔３－２〕幼児教育・学校教育の充実 

 ～生きる力を育み信頼される学校・園づくり～ 

 ２．確かな学力の育成 

   ・ＩＣＴを最大限活用した「個別最適な学

び」と「協働的な学び」の一体的充実およ

び「主体的・対話的で深い学び」の実現

に向けた授業改善 

 ６．教育環境の整備・充実 

・教職員が本来の業務に専念できる環境整

備に向けた業務の効率化と業務の見直し  

 

第2 次大津町学校情報化推進計画【令和5 年度～令和8 年度】 

・方策１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成 

・方策2 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上 

・方策３ ＩＣＴ環境整備、ＩＣＴ推進体制整備及び校務の改善 
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   急速に変化する社会状況の中で、児童生徒には、課題解決型学習等により、身近な事象か

ら解決すべき課題を見出し、主体的に考え、多様な立場の者が協働的に議論し、納得解を生

み出すことなど、学習指導要領で育成を目指す資質・能力が一層強く求められているところ

です。このような中、新たな教育の創造と充実は、児童生徒が豊かな人生を送り社会を生き

抜くために必要な力を身に付け、活躍できるようにするためにも欠かせないものであり、そ

の重要性は多方面から指摘されているところです。まさに教育は国家百年の大計を担うもの

であり、新たな時代の新たな教育創造が求められています。デジタルの強みを最大限に活用

し、誰もが、いつでもどこでも、誰とでも、自分らしく学ぶことができ、誰一人取り残され

ず、一人一人の可能性が最大限に引き出され、ウェルビーイング（Well-being）が具現化さ

れるような教育が、今改めて求められているところです。コロナ禍により、本町においても

ネットワークや一人一台端末の整備が飛躍的に進み、オンラインでの授業が実施され、効果

的な活用に向けて取り組んできました。今後、令和７年度には一人一台端末の更新時期を控

え、更新に向けた業務も進んでいるところです。 

また、世界では緊迫する国際情勢の中で、国の通信基盤や国民のＩＣＴリテラシーは、国

民の生命や安全を守る上で重要な存在であることが再認識されました。自然災害の多い我が

国においても、こうした「ナショナルインフラ」ともいうべき通信基盤の整備や ICＴリテラ

シーの向上に戦略的に取り組むべきであるとされています。 

加えて、デジタル化は進んだものの、ＩＣＴ推進体制が十分でないことから、働き方改革

が十分進んでいない現状もあります。 

   そのため、児童生徒の資質・能力、教職員の指導力、ＩＣＴの環境整備及び学校における

働き方改革と組織・体制について、これまでの段階的整備を踏まえて取り組み、大津町学校

教育情報化を推進していきます。 

 

（４）大津町学校教育情報化の方策 

   以下の、３つの方策について重点的に取り組みます。 

方策１ 「ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成」 

児童生徒が情報を主体的に捉えながら、何が重要かを主体的に考え、見出した情報を活用し

ながら他者と協働し、新たな価値の創造に挑んでいけるようにするためには、学習指導要領に

おいて学習の基盤となる資質・能力として位置付けられている情報活用能力の育成が必要不可

欠です。「教育の情報化の手引―追補版―」第２章によると、「情報活用能力」は、「世の中

の様々な事象を情報とその結び付きとして捉え、情報及び情報技術を適切かつ効果的に活用し

て、問題を発見・開発したり自分の考えを形成したりしていくために必要な資質・能力」であ

り、「学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に用いて情報を得たり、

情報を整理・比較したり、得られた情報を分かりやすく発信・伝達したり、必要に応じて保

存・共有したりといったことができる力」「このような学習活動を遂行する上で必要となる情

報手段の基本的な操作の習得や、プログラミング的思考、情報モラル等に関する資質・能力等

も含むもの」とされています。 

平成２２年１０月に刊行された「教育の情報化に関する手引」において、情報活用能力が以
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下の３観点の定義に基づく８観点に整理されました。 

 

 平成２９・３０年に告示された学習指導要領において、情報活用能力は言語能力、問題発

見・解決能力と並ぶ学習の基盤となる資質・能力の一つと位置付けられ、教科等横断的な視点

から教育課程の編成を図り、各学校のカリキュラムマネジメントの実現を通じて育成すること

とされています。 

また、上記の３観点８要素だけでなく、各教科等において育むことを目指す資質・能力と同

様に、「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の３つ

の柱で捉え直し次ページのように整理されています。 

これらを児童生徒の発達段階に応じて計画的・総合的に育成することをめざします。 

 

方策 2 「教職員のＩＣＴ活用指導力の向上」 

 教師に求められるＩＣＴ活用指導力については「教材研究・指導の準備・評価・校務など

にＩＣＴを活用する能力」「授業にＩＣＴを活用して指導する能力」「児童生徒のＩＣＴ活

用を指導する能力」「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」について学

校訪問等での情報収集に加え、実態調査を定期的に実施し、町における研修に加え、情報教

育担当者を中心とした各学校での研修を実施することで、教職員のＩＣＴ活用指導力の向上

を図ります。 

 

 

 

 

「教育の情報化の手引―追補版―」ｐ２０ 
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方策３ 「ＩＣＴ環境整備、ＩＣＴ推進体制整備及び校務の改善」 

校務の情報化を推進することで、効率的な校務処理による業務時間の削減ならびに教育活

動の質を向上させることを見込んでいます。今後、現在導入している統合型校務支援システ

ムから、勤務管理や出張管理等も含めた統合型校務支援システムの導入に向けて段階的に進

めます。 

また、情報セキュリティポリシーの作成と周知、児童生徒の学びに最適なコンテンツの整

備、通信回線の確認と強化、令和６年度の学習者用端末の更新及び教師用端末の更新に向け

て計画的に進めていく必要があります。 

 

３ 計画の期間 

  令和５年度から令和９年度【５ヵ年計画】 

国の指針や学習指導要領改訂の方向性を踏まえ、令和９年度を目途に見直します。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「教育の情報化の手引―追補版―」ｐ２３ 

令和５年度から 

   令和９年度 

P  D  C A 

令和１０年度から 

   令和１４年度 

P  D  C A 

令和１５年度から 

   令和１９年度 

P  D  C A 
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Ⅱ 目標の実現に向けて 

１ 方策１ ＩＣＴ活用における児童生徒の情報活用能力の育成 

（１）具体的な取組 

  ①情報活用能力体系表の作成と周知 

   次世代の教育情報化推進事業「情報教育の推進等に関する調査研究」において令和元年度

情報教育推進校（IE-School）の実践・研究を踏まえて情報活用能力と情報活用能力育成の

ための想定される学習内容が以下のように示されました。 

 

 

情報活用能力育成のための想定される学習活動「教育の情報化の手引―追補版―」ｐ２４ 

IE-School における実践・研究を踏まえた情報活用能力の例示「教育の情報化の手引―追補版―」ｐ２４ 
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これらのことを踏まえ、文部科学省作成の情報活用能力体系表や熊本県立教育センター作

成の情報活用能力体系表を基に、大津町情報活用能力体系表（巻末）を作成し、系統立てた

取組を行います。 

  ②児童生徒の情報活用能力実態調査 

   大津町情報活用能力体系表を基に、児童生徒の情報活用能力の実態を把握し、育成状況を

確認し、成果と課題を明らかにします。調査項目、実施学年、実施時期、実施方法等に関し

て検討し、経年比較ができる実態調査を行います。 

  ③プログラミング教育の年間計画作成と活用 

   町の情報教育担当者会議において、大津町プログラミング教育年間計画を作成し、各学校

の計画につなぎます。 

  ④メディア情報リテラシー教育の推進 

   情報を得る際に真偽を確かめたり批判的に検討したりする力をつけるため、すでにある

様々なコンテンツを活用することを推進します。 

 

（２）今後の主なスケジュール 

  令和５年度 

  ①大津町情報活用能力体系表の作成 

②児童生徒の情報活用能力実態調査 

③大津町プログラミング教育年間計画の作成 

④情報活用能力育成に係るカリキュラムマネジメントの推進及びメディア情報リテラシー教

育の実践推進 

令和６年度 

①大津町情報活用能力体系表の活用 

②児童生徒の情報活用能力実態調査の分析と対策 

③大津町プログラミング教育年間計画の活用 

④情報活用能力育成に係るカリキュラムマネジメントの推進及びメディア情報リテラシー教

育の実践 

令和７年度 

①大津町情報活用能力体系表の活用と見直し 

②児童生徒の情報活用能力実態調査の分析と対策 

③大津町プログラミング教育年間計画の活用と見直し 

④情報活用能力育成に係るカリキュラムマネジメントの推進及びメディア情報リテラシー教

育の実践と振り返り 

令和８年度 

①児童生徒の情報活用能力実態調査の分析と対策 

②大津町情報活用能力体系表及び大津町プログラミング教育年間計画の活用と見直し 

③児童生徒の実態を踏まえた総括とその後の施策に向けた情報の整理 

 



11 
 

令和９年度 

①児童生徒の情報活用能力実態調査の分析と対策 

②大津町情報活用能力体系表及び大津町プログラミング教育年間計画の改訂 

③児童生徒の実態を踏まえた改善策の実施 

 

（３）成果指標 

児童生徒の情報活用能力調査の数値の向上 

 

2 方策 2 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上 

（１）現状と課題 

  ①大津町教職員のＩＣＴ活用の現状 

   （令和５年度全国学力・学習状況調査 学校質問紙 調査結果より） 

 

 
   授業において一人一台タブレットを使用している割合として、小学校では、「ほぼ毎日」

と答えた学校が５７．１％、中学校が１００％であり、使用頻度は高いという認識がありま

した。 

一方で、児童生徒の意識調査を見ていくと、小学校ではほぼ毎日及び週３回以上の児童が

65.2

78

57.1

25.4

17.1

42.9

8.4

4

0

0

0

全 国

熊 本 県

大 津 町

児童一人一人に配備されたＰＣ・タブレットを

授業でどの程度活用したか

ほぼ毎日 週３回以上 週１回以上 月１回以上 月１回未満 その他・無回答

62.6

71.7

100

24.1

19.3

0

11

8.4

0

0

0

全 国

熊 本 県

大 津 町

生徒一人一人に配備されたＰＣ・タブレットを

授業でどの程度活用したか

ほぼ毎日 週３回以上 週１回以上 月１回以上 月１回未満 その他・無回答
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７８．５％、中学校では、５８．１％と教職員との意識とは大きなずれがあることが分かり

ました。 

 

 
    全国や県に比べ、意識は高いものの、児童生徒が授業で活用しているという意識までに

は至っていないことが分かりました。学校や教職員によってはあまり活用していない実態

があることがこのような差を生んだと考えられます。その要因として、電子黒板等の大画

面提示は概ねできているものの、一人一台端末を使った活用については、その必要性を感

じていない教職員が依然いることが考えられます。 

    また、「Ａ教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力」「Ｂ授業

にＩＣＴを活用して指導する能力」「Ｃ児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力」「Ｄ情報

活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」という４つの大項目で構成された

「教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト」をもとに、各教職員のＩＣＴ活用指導力を高

める必要があります。 

（２）具体的な取組 

  ①大津町の教職員の実態の把握 

   「教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト」を基に実態を把握し、対策を進め 

ます。 

②教員研修の充実 

 大津町が導入しているＩＣＴ機器の操作方法や学習場面に応じたＩＣＴ活用方法に関する

28.2

37.3

39

34.2

34.3

39.5

23.9

19.3

16.9

9.8

6.3

2.5

0

0

全 国

熊 本 県

大 津 町

５年生までに受けた授業でＰＣ・タブレットを

どの程度活用したか

ほぼ毎日 週３回以上 週１回以上 月１回以上 月１回未満 その他・無回答

28.1

33.8

17.2

33

32.9

40.9

26.4

22.7

32.6

9.6

7.7

4.9

0

0

全 国

熊 本 県

大 津 町

中学２年までに受けた授業でＰＣ・タブレットを

どの程度活用したか

ほぼ毎日 週３回以上 週１回以上 月１回以上 月１回未満 その他・無回答
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研修会を町で実施するとともに、各学校の校内研修等を通して、教員のＩＣＴ活用指導力の

育成に努めます。 

・転入教職員ＩＣＴ活用指導力向上研修 

・各学校における校内研修やミニ研修 

・情報通信技術支援員（大津町ＩＣＴ支援員）の活用による研修 

 

（３）今後の主なスケジュール 

   令和５年度 

  ①教職員のＩＣＴ活用指導力調査 

②町外転入者対象ＩＣＴ活用指導力向上研修 

③情報教育担当者会によるＩＣＴ活用指導力向上推進 

④小・中学校 校内研修におけるＩＣＴ活用指導力向上研修 

⑤ＩＣＴ活用に関わる先進校視察 

令和６年度 

①教職員のＩＣＴ活用指導力調査 

②町外転入者対象ＩＣＴ活用指導力向上研修 

③教職員の実態を踏まえて情報教育担当者による会議の実施 

④小・中学校 校内研修におけるＩＣＴ活用指導力向上研修 

令和７年度 

①教職員のＩＣＴ活用指導力調査 

②町外転入者対象ＩＣＴ活用指導力向上研修 

③情報教育担当者会を受けたＩＣＴ活用指導力向上推進の改善 

④小・中学校 校内研修におけるＩＣＴ活用指導力向上研修 

令和８年度 

①教職員のＩＣＴ活用指導力調査 

②町外転入者対象ＩＣＴ活用指導力向上研修 

③情報教育担当者を中心としたＩＣＴ活用力向上の取組の反省 

④小・中学校 校内研修におけるＩＣＴ活用指導力向上研修 

 

令和９年度 

①教職員のＩＣＴ活用指導力調査 

②町外転入者対象ＩＣＴ活用指導力向上研修 

③情報教育担当者を中心としたＩＣＴ活用力向上の取組の反省と対策 

④小・中学校 校内研修におけるＩＣＴ活用指導力向上研修 

 

（４）成果指標 

   チェックリストによる教職員の意識の向上 

 



14 
 

３ 方策３ ＩＣＴ環境整備、ＩＣＴ推進体制整備及び校務の改善 

（１）現状と課題 

   大津町では、統合型校務支援システムを導入しています。また、教育活動の質の改善につ

ながる校務ソフトの導入をし、年度ごとに更新するかどうか検討を加えて進めています。 

 

（２）具体的な取組 

① 業務の軽減と効率化に向けた具体的な取組 

    ⅰ 業務軽減・効率化を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

      （導入システムの検討を含む） 

    ⅱ 教員の校務ソフト活用の推進 

  ② 教育活動の質の改善に向けた具体的な取組 

    ⅰ 学力調査、結果分析に係る業務民間委託の継続 

    ⅱ 個別最適化した課題克服システムの活用 

    ⅲ 学習支援ソフトの活用推進（支援ソフトの成果検討を含む） 

 

（３）今後の主なスケジュール 

令和５年度 

   【業務軽減・効率化の取組】 

   ・校長会、大津町学力向上ＷＧ、大津町情報教育担当者会等において、業務軽減・効率化

を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

   ・業務軽減・効率化を推進する校務支援システムの検討 

   ・教職員の校務ソフト活用に向けた推進 

   【教育活動の質の改善に向けた取組】 

   ・町学力調査、結果分析に係る業務民間委託の実施 

   ・個別最適化した課題克服ソフトの検討及び導入 

   ・大津町教育情報セキュリティポリシー（令和３年度策定）の改訂と周知 

   令和６年度 

   【業務軽減・効率化の取組】 

   ・校長会、大津町学力向上ＷＧ、大津町情報教育担当者会等において、業務軽減・効率化

を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

   ・業務軽減・効率化を推進する校務支援システムの再検討 

   ・教職員の校務ソフト活用に向けた推進（検証） 

   【教育活動の質の改善に向けた取組】 

   ・町学力調査、結果分析に係る業務民間委託の実施 

   ・個別最適化した課題克服ソフトの検証 

   令和７年度 

   【業務軽減・効率化の取組】 

・校長会、大津町学力向上ＷＧ、大津町情報教育担当者会等において、業務軽減・効率化
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を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

   ・業務軽減・効率化を推進する校務支援システムの検討 

   ・教職員の校務ソフト活用に向けた推進（検証） 

   【教育活動の質の改善に向けた取組】 

   ・町学力調査、結果分析に係る業務民間委託の実施 

   ・個別最適化した課題克服ソフトの活用と検証 

令和８年度 

   【業務軽減・効率化の取組】 

・校長会、大津町学力向上ＷＧ、大津町情報教育担当者会等において、業務軽減・効率化

を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

   ・業務軽減・効率化を推進する校務支援システムの検討 

   ・教職員の校務ソフト活用に向けた推進（検証） 

   【教育活動の質の改善に向けた取組】 

   ・町学力調査、結果分析に係る業務民間委託の実施 

   ・個別最適化した課題克服ソフトの活用と検証及び新たなソフトの検討 

 令和９年度 

【業務軽減・効率化の取組】 

・校長会、大津町学力向上ＷＧ、大津町情報教育担当者会等において、業務軽減・効率化

を推進する情報通信技術の効果的な活用方法の共有 

   ・業務軽減・効率化を推進する校務支援システムの検討 

   ・教職員の校務ソフト活用に向けた推進（検証） 

   【教育活動の質の改善に向けた取組】 

   ・町学力調査、結果分析に係る業務民間委託の実施 

   ・個別最適化した課題克服ソフトの活用と検証及び新たなソフトの検討 

（４）成果指標 

   ・超過勤務時間の減少 

   ・学力向上（全国学力・学習状況調査、熊本県学力・学習状況調査、町学力調査） 

 

Ⅲ 具体的方策実現のための学校におけるＩＣＴ環境整備計画 

１ 学校におけるＩＣＴ環境の段階的整備について 

   文部科学省は、2017 年新学習指導要領完全実施に向けたＩＣＴ活用を実現するため「平

成３０年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」をとりまとめ、各教育委員会におい

てＩＣＴ環境整備を加速化するよう通知するとともに、当該整備方針を踏まえ「教育のＩＣ

Ｔ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022 年度）を策定しました。そして、新たなＩ

ＣＴ環境整備方針の策定について、令和７年度に向けて検討を進めることとしていることか

ら、令和６年度まで２年間延長していましたが、「学校のＩＣＴ環境整備に係る地方財政措

置（令和６年度）」が令和６年１月２３日に以下のように示されました。 
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２ 大津町小中学校ＩＣＴ環境の段階的整備について 

  令和４年度までの段階的整備において、無線ＬＡＮ整備、各教室への電子黒板と指導者ＰＣ

の設置、児童生徒の一人一台端末（タブレット）の整備、県費負担教職員の校務用ＰＣの配備

及びタブレットの整備、情報通信技術支援員の継続、授業支援システム（ソフトウェア）や校

務支援システムの導入、学習支援システムの検討・導入、モバイルルータの貸し出し開始など

を行っています。 

  今後、ネットワークの強化や教職員の勤務時間管理システムも含めた統合型校務支援システ

ムについての検討に向けて、情報を収集していきます。 

  

３ 今後の主なスケジュール 

  令和５年度 

  ・一人一台端末の更新に向けた情報収集 

  ・ＰＣやタブレットの年度更新と導入済みソフトウエアの検証 

  令和６年度 

  ・一人一台端末の検討 

  ・統合型校務支援システム更新 

  ・校務用ＰＣ更新 

  ・ＰＣやタブレットの年度更新と導入済みソフトウエアの検証・検討 

 

教育のＩＣＴ化に向けた環境整備計画 文部科学省ＨＰ  （巻末） 
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  令和７年度 

  ・一人一台端末の契約 

・ＰＣやタブレットの年度更新と導入済みソフトウエアの検証・検討 

・電子黒板更新 

・令和８年度導入予定のＡＩ型ドリル検討 

  令和８年度 

  ・一人一台端末の運用 

・新たなものも含むソフトウエアやシステムの検討・導入 

・電子黒板更新 

・校務用ＰＣ更新 

    令和９年度 

  ・導入したソフトウエアやシステムの検証 

 

※本計画は、令和７年度に新たなＩＣＴ環境整備方針が示された場合、必要に応じた見直しを行

っていく予定です。 
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